
































































1　山崎広明［1964］「イギリスの証券税制」『証券研究』第 10 巻、とくに 34 頁、72 頁、参照。









での 1936 年税制改正により留保利潤税（undistributed profits tax）が導入されるとともにそ
表１　主要国における法人税制・配当課税制度の変遷
（注）1.　複雑になるため法人間配当の課税上の扱いについては省略した。
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1940 年、 法 人 税 独
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則。 1961 ～ 88 年度
支払配当軽課 ・ 配
当税額控除併用方
式。 1965 ～ 2002 年
度源泉分離選択課
税 ・ 申告不要制度
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配 当 に つ い て は
配当税額控除を
廃 止 し 配 当 所 得




































同じくひと桁台から第二次世界大戦末の 1945 年にはアメリカ 94%、イギリス 98%、ドイツ、





3　 この点について、塚本健［1975］「西ドイツの法人所得課税と資産譲渡益課税」『証券研究』第 43 巻、
での指摘を参照。
4　廣田司朗［1974］「所得税制史に関する一つの覚書」京都大学『経済論叢』第 113 巻第 1 号、参照。
5　志村嘉一［1964］「アメリカの証券税制」『証券研究』第 10 巻、122 頁、参照。
6　 もっとも、配当所得には 40％の配当所得控除が認められたため、二重課税に対し一定の軽減措置がと
られた。その後、控除率は 1940 年には 10% に引き下げられ、44 年には最終的に廃止されたから、こ
こに独立型法人税が完成したとみることができる。
7　 山崎広明、前掲論文、34 頁、37 頁、参照。森恒夫も「擬制説的法人観がここにようやく実在説的法人
観に道を譲り始めた」と評価している。森恒夫［1976］「イギリスの証券税制―1965 年および 1973 年
の改革を中心にして―」『証券研究』第 49 巻、2 頁、参照。
8　 Piketty, Thomas [2014], Capital in the Twenty-First Century, p.499.（山形浩生ほか訳）［2014］『21 世
紀の資本』みすず書房、521 頁、参照。数値は、ピケティ『21 世紀の資本』オンライン（http://cruel.
org/books/capital21c/）圧縮ファイル、より引用。
9　 たとえば、アメリカの留保利潤税（1936 ～ 39 年）の税率は 7％から 27％、超過利潤税（1940 ～ 45 年）
は 25% から 50％にわたる累進税率であった。また、イギリスの超過利潤税（1939 ～ 46 年）の税率は、
39 年 60％、40 年以降は実に 100％とされた。ただし、42 年以降は戦争終了時に 20％の払戻しが約束さ






























た。Cf. Brauner, Yariv [2005]“Integration in an Integrating World,”NYU Journal of Law and Business, 
Vol. 2, No.1, pp.68-69.
11　 塚本健［1964］「西ドイツの証券税制」『証券研究』第 10 巻、265 頁、参照。
12　 53 年の税制改正では、法人税制の改革だけでなく、所得税の最高税率もそれまでの 90% から 70％に
引き下げられ、その他の累進税率も平均 15％切り下げられた。また所得税の免税点も引き上げられ
た。塚本健、同上、258 頁。





























た。こうして、両側面からドイツは税制改革の必要に迫られたのである。また、66 ～ 67 年の
不況も、資金調達コストおよび法人税負担の両面で景気の変動に対する企業の対応力を強化す
るために、間接金融よりも株式金融を促す方向での法人税改革が主張された 19。かくしてドイ
14　 Cf. Gourevitch, Harry G. [1977]“Corporate Tax Integration: The European Experience,” Tax Lawyer, 
Vol. 31, Issue 1, pp. 67-68.
15　Ibid., p. 68.
16　 拙稿［2004a］「イギリスにおける法人税改革とインテグレーション（上）」関西大学『商学論集』第
49 巻第 1 号















リア・トルコ・イギリスの 9 か国はインピュテーション方式を採用していた 21。まさしくイン
ピュテーション方式を中心とする統合方式が法人税制の主流を形成していたといってよい。
　しかし、世紀が交錯する時期になると、またもや法人税制の国際的な流れは明らかに変化し














21　 Cf. Cnossen, Sijbren [1984], “Alternative Forms of Corporation Tax,” Australian Tax Forum, Vol.1, Issue 
3, p.257. ちなみに 1980 年代の OECD 加盟国は 24 か国である。
22　 クノッセンは、イギリスをなおインピュテーション採用国に分類しているが、その配当の税額控除率
は配当額のわずか 1/9 にすぎず、事実上クラシカル・システムに接近していると評価している。Cf. 
Cnossen, S. [2001], Tax policy in the European Union: A Review of Issues and Options, Studies in Economic 
Policy, No.5, OCFEB & Erasmus University of Rotterdam.








のであろうか。表 2 は、2017 年時点における EU 諸国の法人税制の現状を一覧にしたものであ
る。この表での各国の法人税制の分類の仕方はクノッセンによるものであるが、そこでは法人
税制を、株式（equity）利潤への課税（taxing profits）、資本（debt および equity）所得への


















元的所得税（dual income tax :DIT）と包括的事業所得税（comprehensive business income 
tax :CBIT）が挙げられている。二元的所得税は、周知のように、法人と非法人を問わず、す
24　 拙稿 [2013]「グローバル時代の法人課税と資本所得課税 ― マーリーズ・レビューを中心に ―」日本
大学『政経研究』第 49 巻第 3 号、参照。
25　 Cnossen, S. [2018], “Corporation Taxes in the European Union: Slowly Moving toward Comprehensive 
Business Income Taxation ? ”, International Tax and Public Finance, Vol. 25, Issue 3, pp.810-814.
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表２　EU 諸国における法人源泉所得に対する CT および PT の状況（2017 年）








2）　 オーストリア、ドイツ、ポルトガルでは、最終の PT 源泉徴収税は選択制である。
3）　 算定式は、CT+PT（1－CT）。この場合、PT は最終の源泉徴収税、ないしは PT 最高税率である。利潤は発生年度に分
配されると仮定している。





5）　 フランスでは、税率は 15.5% の社会保険料（social contributions）が上乗せされる。
6）　 ベルギーとイタリアでは、それぞれ 1.131%（中小企業には 1.631%）、5.4%（新規株式のみ）の ACE（株式資本手当）分だ
け課税対象利潤は減額される。キプロスでは、ACE は 10 年物政府債の利回りプラス 3% とされている。ポルトガル
は、零細企業や中小企業に 5% の ACE を適用している。
7）　 キプロスでは、17% の配当税が防衛拠出金と呼ばれ、利子・ロイヤリティも 30% の税率で課税されている。
（出所） Sijbren Cnossen [2017], "Corporation Taxes in the European Union: Slowly Moving toward Comprehensive 












































算入 （50.23; 免税 40）
算入 （51）








































































































































































































































































が、キャッシュフロー税ないしフラット税、ACE（Allowance for Corporate Equity）、および




（R+F）ベース、S ベースがあるが、提案の多くは R ベースであり、Hall-Rabushka（H-R 型）




対する R ベース企業税の組み合わせからなり、両税に同率のフラット税が適用される 27。ACE
法人税は支払利子控除後の課税利潤の算定にあたり、法人の株式に対し ACE 控除を認めるこ
とにより、debt と equity の課税上の差異を是正しようとするものである。ACE 控除は通常利
潤にほぼ等しく設定されるため、ACE 法人税の課税対象も超過利潤に限定される。利子、配
当、実現キャピタル・ゲインは個人レベルで課税される 28。最後に、RRA は、2006 年初頭か
らノルウェーで実施された ASE（Allowance for Shareholder Equity）税制をさす。ACE が法
26　 Cf. Warren,Jr., A.C. [2008], “The Business Enterprise Income Tax: A First Appraisal,” Tax Notes, No. 
921, pp. 925-926. なお、キャッシュフロー法人税には源泉地ベースのほか、近年、仕向地ベースの
キャッシュフロー法人税も提案されている。例えば、次を参照。Bond, S. and M.P. Devereux [2002], 
“Cash Flow Taxes in an Open Economy,”CEPR Discussion Paper, No.3401; OECD [2007], Fundamental 
Reform of Corporate Income Tax, OECD Tax Policy Studies, No.16.
27　 宮島洋 [1986]『租税論の展開と日本の税制』日本評論社、第 4 章、参照。
28　 Cf. OECD [2007], op.cit., p.88.
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　以上のことを念頭に置いたうえで表 2 をみると、EU における法人税の平均税率は 22.6% だ










































法人税率の水準にまで引き上げられていくならば、DIT は CBIT に変化するとしている 32。た
だし、利子・ロイヤリティについて、居住地国では課税されないとの取決めが EU レベルでな
されなければならない。要するに、源泉地において配当、利子・ロイヤリティに最終源泉徴収
税を課税することにより、資本所得に対する課税を強化するとともに、debt と equity の間の
法人税制の歪みも是正できるというわけである。同時に、労働所得に比べ資本所得の課税が軽
減される懸念に対しては、居住者に対し純資産税を課すことにより対処できるとする。この点
で、二元的所得税を改革し、株主所得税（shareholder income tax: SIT）を導入するとともに、
純資産税を維持しているノルウェーが EU 諸国の中で法人税改革の先頭を走っていると評価し
ている 33。



































34　 Ibid., pp.835-836. 資本の通常利潤を課税対象とすべきだとする理由は、法人税の負担は圧倒的に資本
に帰着し、それゆえ累進的だとする研究成果に基づくとされている。資本に対する税負担が一般に推
測されているほど労働に転嫁されているのでなければ、資本の通常利潤への課税は税負担の公平の基
準にも適うからである。次の文献を参照。Clausing, K. A. [2013], “Who Pays the Corporate Tax in a 
Global Economy?”, National Tax Journal, Vol. 66, Issue 1.
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2　欧州司法裁判所（European Court of Justice）と法人税制
　2. 1　欧州司法裁判所判決とその批判
　2. 1. 1.　欧州司法裁判所判決とインピュテーション制度






　いうまでもなく、ECJ はヨーロッパ議会、欧州理事会、欧州委員会と並んで EU の 4 つの主
要な機関のひとつである。ECJ は EU 加盟国の租税条項を否認する権限を有しており、加盟国
の全員一致での合意による場合を除いて、他の EU 機関で所得課税についてルールを命じるこ
とのできる機関は存在しない 35。その ECJ が 2000 年代半ばまでに、EU 加盟国の法人税を含




　Graetz=Warren によれば、所得税を利用した国際通商の差別には 3 つの様式、すなわち
（1）外国製品に対する国内製品の優遇、（2）外国生産者に対する国内生産者の優遇、そして
（3）外国での生産に対する国内生産の優遇がある。これらの内外差別のうち、（1）について






35　 Graetz, M.J. & A.C. Warren, Jr. [2006], “Income Tax Discrimination and the Economic Integration of 
Europe,” The Yale Law Journal, Vol.115, No.6, p. 1190 & p.1193.  本論文については、増井良啓 [2006]「欧
州裁判所の動向と法人税制の行方」『租税研究』第 684 号、において概要が紹介されている。
36　Graetz & Warren [2006], ibid., p.1192.
37　 Ibid., p.1198. 最新の EU 機能条約であるリスボン条約（2007 年）では第 26 条 2 項、ニース条約（2001




ン方式の「死滅」であった。ECJ が 2000 年に所得免除方式（exemption method）を国内の配
当に対してだけでなく他の加盟国からの配当にも拡張適用しなければならないと判決したこ
と、同じころ欧州委員会がインピュテーション制度もまた EC 条約の自由を侵害していると強























38　Ibid., p.1188 & p.1198.
39　Ibid., pp.1210-1211.
40　 Ibid., pp.1209-1210. なお、配当課税についてインピュテーション方式から「粗雑で手軽な救済」方式へ
と転換する世界的な傾向が生じた要因については、次の文献も参照。増井良啓 [2003]「第 57 回 IFA
大会の報告 ― 会社と株主の課税を中心として ―」『租税研究』第 649 号。
― 19 ―
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インピュテーション下の法人課税、（4）源泉徴収税の 4 つのカテゴリーに分類して検討する 41。
表の上からも、ECJ の判決の基準が資本輸入中立性と資本輸出中立性に間を揺れ動き、不安定






個人株主に係わる判決 Fokus (2004年 ) [EFTA Court] :
外国株主に対し株主インピュテーション
税額控除が適用されなければならない。




Verkooijen (2000年 ) :
外国からの配当に対し免税が適用されな
ければならない。
Lenz (2004年 ) :
外国からの配当に対し低税率が適用さ
れなければならない。




Kerckhaert (2006年 ) :
配当に対する外国の源泉徴収税に対し
て税額控除を認める必要はない。
法人株主に係わる判決 Avoir Fiscal (1986年 ) :
外国の恒久的施設に対し株主税額控除
が適用されなければならない。




ACT Test Claimants (2006年 ) :
外国親会社に対し株主インピュテーショ
ン税額控除を適用する必要はない。
Denkavit (2006年 ) :
外国親会社に対し源泉徴収税の免税が
適用されなければならない。









（出所） Graetz, M.J. & A.C. Warren, Jr. [2007], “Dividend Taxation in Europe: When the ECJ Makes Tax 
Policy,” Common Market Law Review, Vol.44, No.6, p.1623.
41　 Graetz, M.J. & A.C. Warren, Jr. [2007], “Dividend Taxation in Europe : When the ECJ Makes Tax 



















































































































れ Verkooijen では課税免除を、Lenz では税率の引下げを、他の加盟国からの配当にも適用せ
よと判示した。ECJ の主張が一貫性を欠いていることは明白であるが、その理由について ECJ
は何ら説明していないという。











47　 EFTA 裁判所は、欧州経済領域（EEA）内での 4 つの自由移動について欧州司法裁判所の基本判例を
広く受け入れており、また欧州司法裁判所も EFTA 裁判所の判例を取り入れたことがあるとされると


















　Graetz=Warren が取り上げる Metallgesellschaft Ltd and Others（2001 年）、ACT Test Claimants







時に ACT を納付する。親会社が子会社から受け取った配当は、課税済み投資所得（franked 
investment income: FII）として親会社への課税は行われない。親会社は株主に配当を支払う
際には ACT を納付しない。いずれの場合も、ACT を納付した会社は ACT 控除後の本来の法



















イギリスはその後、ACT を廃止したが、それは ECJ がいずれ ACT を無効にするだろうと予
測した結果だとされている 51。




























































当を「外国所得配当（foreign income dividend: FID）」として申告することで、MCT の納付
に際し ACT の還付を求めることができる。個人株主は税額控除を受け取れないが、FID は低
税率でイギリスで課税されたものとして取り扱われる。
　Graetz=Warren の数値例を紹介すれば、外国子会社が 100 を稼得し、30 の法人税を納付す
る。70 の現金の配当を受けると、イギリス親会社の課税所得は 100 となるが、間接外国税額
控除の適用により税の納付はない。これは国際的二重課税と多重法人課税を回避するものであ
る。（インピュテーション制度のもとでは他でも同様だが、）イギリスでは、親会社がこの外国









　最後に、FID 制度は EC 条約の基本的自由を侵害しているとする ECJ の判決の問題である。






56　 このケースについて、Graetz=Warren は簡単な数値例を示している。法人税率を 30%、子会社の稼得
所得を 100、30 の ACT（と MCT）を納付し、70 を親会社に FII として配分する。親会社は受取配当
について非課税、個人株主への分配時には ACT の納税義務はない。個人株主は 100（70 ＋ ACT30）
の所得に課税されるが、30 のインピュテーション税額控除を認められ、株主の税率が 30％ならば、
70 が手元の所得として残る。親会社は子会社の ACT を税額控除できるため、多重法人課税を回避で
きる。他方、個人株主のインピュテーション税額控除は経済的二重課税を回避する。Cf. Ibid, pp.1609-
1610.
57　 外国税額控除があるために、ACT と相殺されるはずの MCT が存在しない結果となることが、いわゆ
る surplus ACT 問題を引き起こしたことは、拙稿 [2004a] でふれたとおりである。
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　以上の分析を総括して、Graetz=Warren は次のように ECJ 判決の矛盾を指摘する。




たことを意味する。しかし、この ECJ の立ち位置は、Focus での判決と矛盾する。また、ACT 












































ないとする ACT Test Claimants の判決のわずか 2 日後だという。Graetz=Warren が指摘すると
おり、ECJ が ACT Test Claimants の事案において源泉地国の課税権を守ることを正当化の根拠












　Vanistendael は、「欧州司法裁判所を擁護して」60 と題する論考において、ECJ に向けられ
た批判を検討したうえで、むしろ ECJ の果たす役割を積極的に評価した。ECJ への批判とし
















あるとの批判である。第 3 に、ECJ がその判決により、ある者ないしあるタイプの所得を課税
すべきだと要求するとすれば、共同体法は課税権を創造していることになり、それは加盟国の




60　 Vanistendael, F. [2008], “In Defence of the European Court of Justice,” Bulletin for International Taxation, 
Vol.2, No.3.




とが、EC 条約 43 条の保障する開業の自由に反しないかが問題となった事案である。ECJ は、イギ
リスがグループ・レリーフを外国子会社に認めていないことを正当としながらも、当該子会社がその
所在地国で損金を控除する可能性がない場合に、損金の通算を認めないことは比例原則に反するとし
た。今村隆［2009］「欧州裁判所を擁護して」『租税研究』第 713 号、318-319 頁、参照。
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　この Vanistendael の論文は、ライデン大学の International Tax Center での修了記念講演
（Maarten J. Ellis Lecture）が基礎となっているが、これに対しては主催者側の Ellis が簡単な
論評を寄せている 69。その評価は、遠回しながら Vanistendael の主張とはまったく異なるもの
である。























69　 Ellis, M. J. [2008], “In Defence of the European Court of Justice ― Response to Frans Vanistendael,” 

















プロジェクトの取組みは、そうした見直しの表れといえよう 72。BEPS パッケージの 15 項目の































ては、OECD・G20 の主導により「BEPS 包括的枠組（Inclusive Framework on BEPS）」の
参加国・地域 75 のもとで進められている 15 項目の行動計画が、どこまで有効性を発揮できる
かが鍵となる。とりわけ重要なのは、デジタル経済の課税上の課題への対応を図る「行動 1」、
移転価格の算定結果と価値創造との一致を確保しようとする「行動 8 ～ 10」、移転価格の文書
化と国別報告を義務づける「行動 13」などである 76。「行動 1」については、2015 年の最終報
73　 多国籍企業グループによる租税回避の実態については、たとえば、OECD の BEPS 行動 11 報告書が
その一端を推計している。それによれば、BEPS による全世界の法人税収の逸失額は毎年度 1000 億ド
ルから 2400 億ドル、世界の法人税収の 4 ～ 10％に及ぶとされている。Cf. OECD [2015], Measuring and 
Monitoring BEPS, Action 11-2015 Final Report, p.101. このほか、IMF の研究者の推計では、OECD 加盟国で
4000 億ドル超、発展途上国で約 2000 億ドル、また、Tax Justice Network の研究者による推計では全
世界で約 5000 億ドル、うち途上国が約 2000 億ドルの法人税収の喪失とされている。Cf. Cobham, A. 
[2017], “Tax Avoidance and Evasion - The Scale of the Problem,” Tax Justice Network Briefi ng.
74　 富裕層によるオフショアでの富の蓄積の実態にも多くの研究があるが、その推計規模には相当の幅が
ある。国際 NGO の Tax Justice Network によれば、その範囲は最小値の G. Zucman 推計による 7.6




えば、2019 年 1 月に公表されたペーパーによれば、富の集中はすさまじく、2017 年には世界人口の半
分 38 億人の貧困層の資産に匹敵する資産をわずか 43 人の億万長者が保有していたが、翌 18 年には
その数はさらに 26 人に減少した。また、世界の億万長者の資産は 2018 年に 9000 億ドル、1 日当たり
25 億ドル増大したが、38 億人の貧困層の資産は 11％減少したという。Cf. Cobham [2017], ibid.; Oxfam 
[2019], “Public Good or Private Wealth ?,” Oxfam Briefi ng Paper.
75　 その参加国は、2019 年 12 月現在、137 の国・地域からなっている。（https://www.oecd.org/tax/
beps/inclusive-framework-on-beps-composition.pdf）






























































学『商学論集』第 50 巻第 1 号、でふれた。詳細については、次を参照。Musgrave, R.A. and P.B. 
Musgrave [1972], “Inter-Nation Equity” in Bird, R.M. and J.G. Head (eds.), Modern Fiscal Issues : Essays 
in Honor of Carl S. Shoup, University of Toronto Press, pp.63-85.
80　 Musgrave and Musgrave [1989], op.cit., p.569, pp.571-572
81　 拙稿 [2004]「法人税と国際的インテグレーション ― その理念型と現実 ―」関西大学『商学論集』第
49 巻第 5 号。また、次を参照。Musgrave, P.B. [1987], “Interjurisdictional Coordination of Taxes on 




























82　 Graetz & Warren [2006], op.cit., p.1212.
83　 Graetz, M.J. [2001], “Taxing International Income: Inadequate Principles, Outdated Concepts, and 
Unsatisfactory Policies,” Tax law Review, Vol.54, Issue 3, pp.261-336. この論文は国際課税政策の見直し





































文でさらに詳細に展開されている。Graetz, M.J. & I. Grinberg [2003], “Taxing International Portfolio 
Income,” Tax Law Review, Vol.56, Issue 4, pp. 537-586





















87　 ミシガン大学教授 Avi-Yonah は、グローバリゼーションの下で資本の国際的移動が高まっている時
代に、各国が租税競争に流れに身を委ねるならば、資本所得への課税が大きく後退し、租税負担の
多くが労働に転嫁され、貧富の格差が拡大するだけでなく、福祉国家の税源基盤が浸食され、社会
のセーフティネットが弱体化すると強調している。Cf. Avi-Yonah, R.S. [2000], “Globalization, Tax 
Competition, and the Fiscal Crisis of the Welfare State,” Harvard Law Review, Vol.113, No.7, pp.1573-
1676.”
88　 例えば、ルディング委員会報告書（1992 年）は法人税率を最低 30％、最高 40％に設定し、課税ベー
スの最低基準の設けるなどの提案を行った。また、欧州委員会のワーキング・ペーパー（2001 年）も、
加盟国間の税率の違いが課税ベースの違いよりも重要であり、税率のレベルこそが税負担の相違の
もっとも重要な要因だと指摘した。Cf. Commission of the European Communities [1992], Report of the 
Committee of Independent Experts on Company Taxation, pp.15-16; Commission Staff Working Paper [2001], 










廣田司朗［1974］「所得税制史に関する一つの覚書」京都大学『経済論叢』第 113 巻第 1 号
今村隆［2009］「欧州裁判所を擁護して」『租税研究』第 713 号、日本租税研究協会
小場瀬琢磨［2007］ 「欧州経済領域（EEA）における法の均質性―複数地域経済統合体の融合
と域内共通秩序実現の一例として―」『RIETI Discussion Paper Series 07-
J-051』
増井良啓［2006］ 「欧州裁判所の動向と法人税制の行方」『租税研究』第 684 号、日本租税研究
協会











塚本健［1975］ 「西ドイツの法人所得課税と資産譲渡益課税」『証券研究』第 43 巻、日本証券
経済研究所
鶴田廣巳［2004a］ 「イギリスにおける法人税改革とインテグレーション（上）」関西大学『商
学論集』第 49 巻第 1 号
鶴田廣巳［2004b］ 「法人税と国際的インテグレーション―その理念型と現実―」関西大学『商
学論集』第 49 巻第 5 号
鶴田廣巳［2005］ 「国際的インテグレーションと国際租税調整（上）」関西大学『商学論集』第
50 巻第 1 号
鶴田廣巳［2013］ 「グローバル時代の法人課税と資本所得課税―マーリーズ・レビューを中心
に―」日本大学『政経研究』第 49 巻第 3 号
鶴田廣巳［2015］ 「BEPS と国際課税原則―ハイブリッド・ミスマッチ・アレンジメントを中
心に―」日本租税理論学会編『国際課税の新展開』財経詳報社





山崎広明 ［1964］「イギリスの証券税制」『証券研究』第 10 巻、日本証券経済研究所
Avi-Yonah, R.S. ［2000］, “Globalization, Tax Competition, and the Fiscal Crisis of the Welfare 
State,” Harvard Law Review, Vol.113, No.7.
Bond, S. and M.P. Devereux ［2002］, “Cash Flow Taxes in an Open Economy,”CEPR Discussion 
Paper, No.3401.
Brauner, Yariv ［2005］“Integration in an Integrating World,”NYU Journal of Law and Business, 
Vol. 2, No.1.
Clausing, K. A. ［2013］,“Who Pays the Corporate Tax in a Global Economy?”, National Tax 
Journal, Vol. 66, Issue 1.
Cnossen, Sijbren ［1984］, “Alternative Forms of Corporation Tax,” Australian Tax Forum, Vol.1, 
Issue 3.
Cnossen, S. ［2001］, Tax policy in the European Union: A Review of Issues and Options, Studies in 
Economic Policy, No.5, OCFEB & Erasmus University of Rotterdam.
Cnossen, S. ［2018］, “Corporation Taxes in the European Union: Slowly Moving toward 
Comprehensive Business Income Taxation ?”, International Tax and Public Finance, Vol. 25, Issue 3.
Cobham, A. ［2017］, “Tax Avoidance and Evasion－The Scale of the Problem,” Tax Justice 
Network Briefi ng.
Commission of the European Communities ［1992］, Report of the Committee of Independent Experts 
on Company Taxation.
Commission Staff Working Paper ［2001］, Company Taxation in the Internal Market, SEC （2001）
1681.
Ellis, M. J. ［2008］, “In Defence of the European Court of Justice－Response to Frans 
Vanistendael,” Bulletin for International Taxation, Vol.2, No.3.
Gourevitch, Harry G. ［1977］“Corporate Tax Integration: The European Experience,” Tax 
Lawyer, Vol. 31, Issue 1.
Graetz, M.J. ［2001］, “Taxing International Income: Inadequate Principles, Outdated Concepts, 
and Unsatisfactory Policies,” Tax Law Review, Vol.54, Issue 3.
Graetz, M.J. & I. Grinberg ［2003］, “Taxing International Portfolio Income,” Tax Law Review, 
Vol.56, Issue 4.
Graetz, M.J. & A.C. Warren, Jr. ［2006］, “Income Tax Discrimination and the Economic 
Integration of Europe,” The Yale Law Journal, Vol.115, No.6.
Graetz, M.J. & A.C. Warren, Jr. ［2007］, “Dividend Taxation in Europe : When the ECJ Makes 
Tax Policy,” Common Market Law Review, Vol.44, No.6.
Keen, Michael ［2002］, “The German Tax Reform of 2000,” International Tax and Public Finance, 
Vol.9, No.5.
Musgrave, P.B. ［1987］, “Interjurisdictional Coordination of Taxes on Capital Income,” in 
Cnossen, S. （ed.）, Tax Coordination in the European Community.
― 41 ―
鶴　田　廣　巳
Musgrave, R.A. and P.B. Musgrave ［1972］, “Inter-Nation Equity” in Bird, R.M. and J.G. Head 
（eds.）, Modern Fiscal Issues : Essays in Honor of Carl S. Shoup, University of Toronto Press.
Musgrave, R.A. and P.B. Musgrave ［1989］, Public Finance in Theory and Practice , fifth ed. 
McGraw-Hill Education.
OECD ［2007］, Fundamental Reform of Corporate Income Tax, OECD Tax Policy Studies, No.16.
OECD ［2015］, Measuring and Monitoring BEPS, Action 11 －2015 Final Report.
Oxfam ［2019］, “Public Good or Private Wealth ?,” Oxfam Briefi ng Paper.
Piketty, Thomas ［2014］, Capital in the Twenty-First Century. 山形浩生ほか訳［2014］『21 世
紀の資本』みすず書房。
Vanistendael, F. ［2008］, “In Defence of the European Court of Justice,” Bulletin for International 
Taxation, Vol.62, No.3.




International Trends of Corporation Income 





　In the age of Globalization, multinational enterprises make full 
use of aggressive tax planning to avoid tax burden and shift their 
profits to low- or no-tax jurisdictions. On the other hand, worldwide 
unequal distributions of income and wealth are expanding year 
by year, and the gap between rich and poor is growing wider and 
wider all over the world. International tax system was established 
in the 1920’s, and consequently because of the drastic changes in the 
global economy it now has had many defects and loopholes. Reform 
of international tax system is inevitable.
　First, this article examines the history and trends of corporate 
and dividend taxation in the most developed countries. After the 
first world war these countries began to introduce an absolute 
（unintegrated）corporation tax which was so-called “classic” 
corporate tax system. Between the two world wars corporation tax 
rates are dramatically raised to a very high level, and so corporation 
tax burden became historically high. After 1960’s most European 
countries adopted corporate-personal tax integration. But in the 21st 
century they all abolished their imputation systems.
　Then the article verifies the decisions of the European Court 
of Justice which held that national tax legislation violates free 
movement for goods, persons, services and capital guaranteed in 
the EC Treaty. These decisions cover lots of cases that involve 
dividends received by individuals, corporate taxation under 
imputation, and withholding taxes. The problem is considerable 
uncertainties regarding the scope of the decided ECJ cases.
　Finally, reform of the international tax system is considered. The 
problems examined involve shares in income earned by foreign 
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investors（interjurisdictional equity）, tax neutrality regarding the 
location of investment （locational neutrality）, and equity between 
taxpayers. The goal of the reform is to meet these three criteria 
and to realize worldwide fair taxation.
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